
団体コード

団体名 決 算 額 構成比 構成比 構成比 充当一般財源等 経常経費充当

千円 ％ ％ ％ 千円 一財等　千円

11,014,439千円 14,253,603 54.5 87.6 18.7 4,279,117 4,173,781 28.0  (28.0)

10,746,925千円 119,043 0.5 0.8 10.4 2,280,179 2,279,984 15.3  (15.3)

15,054,740千円 118,119 0.4 0.8 28.8 2,347,797 2,347,703 15.7  (15.7)

567,970千円 80,638 0.3 0.5 6.2 1,591,551 1,583,551 10.6  (10.6)

0.971 105,317 0.4 0.7 6.2 1,591,411 1,583,411 10.6  (10.6)

 (0.976) 768,236 2.9 5.1 0.0 140 140 0.0  (0.0)

2.6 ％ 0 0.0 0.0 53.7 8,218,465 8,105,035 54.3  (54.3)

99.1 ％ 0 0.0 0.0 13.4 2,722,946 2,378,984 15.9  (15.9)

4.7 ％ 73,643 0.3 0.5 0.6 130,732 130,732 0.9  (0.9)

5.3 ％ 44,188 0.2 0.3 9.8 1,730,041 1,355,307 9.1  (9.1)

9.2 ％ 386,808 1.5 1.8 2.9 272,373

96.1 ％ 普 通 267,514 1.0 1.8 0.1 0 0 0.0  (0.0)

92.7 ％ 特 別 119,294 0.5 13.1 3,145,705 2,365,925 15.9  (15.9)

13,956,038千円 11,227 0.0 0.1 0.0 0

4．べき財源 　　　 Ｄ 11,427,149千円 0 0.0 0.0 6.4 537,092経常経費充当一財等計

千円 15,960,822 61.0 98.2 0.2 44,233 千円

198,506 0.8 0.0 6.4 537,092

4,918,251千円 445,141 1.7 1.2 補 助 0.6 26,690歳入一般財源等総額

 (1,653,318) 175,768 0.7 0.0 単 独 4.7 479,057 千円

14,738,177千円 3,414,880 13.1 そ の 他 1.1 31,345

130.6 ％ 3,856,818 14.7 0.0 0

451,200千円 527,202 2.0 0.6 0.0 0

57,520千円 70,213 0.3 100.0 16,757,354

― 千円 120,592 0.5

388,430 1.5

－　（12.77） ％ 483,322 1.8 0.0

－　（17.77） ％ 505,500 1.9

0.7（ 25.0） ％ 0.0

－　（350.0） ％ 0.0

一　般　職　員　　（26.4.１現在）

決算額 構成比 増減率 決算額 構成比
千円 ％ ％ 千円 ％

403 23.7.1 807,500 個人分 6,636,716 46.6△ 0.5 327,368 1.3

13 23.7.1 733,500 法人分 666,727 4.7△ 7.0 2,897,751 11.3

23.7.1 682,500 5,288,526 37.1△ 0.2 12,002,689 46.8

32,189 0.2 2.3 1,863,899 7.3

議 長 8.12.1 575,000 445,298 3.1 8.9 174,934 0.7

403 副 議 長 8.12.1 515,000 0 0.0 64,251 0.3

議 員 8.12.1 490,000 0 0.0 233,386 0.9

0 0.0 3,113,018 12.1

職員数 12,201世帯 1,184,147 8.3 0.3 1,036,999 4.0

人 19,653 人 入 湯 税 0 0.0 2,344,239 9.1

920,878 9 782 人 事 業 所 税 0 0.0 0 0.0

761,441 17 4.0 ％ 都市計画税 1,184,147 8.3 0.3 1,591,551 6.2

0 1 128,167 円 0 0.0 0 0.0

179,287 2 79,569 円 14,253,603100.0△ 0.4 0 0.0

無 1,033,809 11 365,765 円 平成25年度大規模事業（単位：百万円） 25,650,085 100.0

1,597,044千円 現年課税分 滞納繰越分

4,605,164千円 ％ ％

1,063,989千円 99.4 54.0

1,093千円  (99.4)  (54.0)

475,864千円 99.3 57.6

99.6 48.4

95.3 47.1

保育園施設改修工事：44百万円

市 税 合 計
（徴収猶予分除く）

98.8

国民健康保険税（料） 89.2

 (98.8)

介護給付費納付金 土地区画整理事業助成金：51百万円 市 民 税 98.6

36,874

庁舎耐震補強等改修工事：276百万円

純固定資産税 99.0

合 計

保険給付費 都市計画道路3・4・10号線用地買収費：257百万円 ％

後期高齢者支援金等 庁舎非常用自家発電設備更新工事：87百万円

徴

収

率

区 分

2,363

保育所施設整備費補助事業：73百万円

環境センター外壁塗装等改修工事：40百万円

前期高齢者納付金等
法
人

税
割

保険税（料） 個
　
人

均
等
割

前年度繰上充用金 0

下 水 道 事 業 53,929 被保険者１人当たり費用 納 税 義 務 者 数 合 計 16,757,354

後 期 高 齢 者 医 療 47,405 被保険者１人当たり保険税調定額 合 計 12,830,622 47,400

1,591,551

介護保険（介護サービス事業勘定) 0 １世帯当たり保険税調定額 旧 法 に よ る 税 諸 支 出 金 0

介護保険（保険事業勘定) 87,000 退職者医療制度加入率　B/A×100 公 債 費

2,117,202

国民健康保険（事業勘定) 68,869 うち退職者被保険者等　Ｂ 災 害 復 旧 費 0

消 防 費 658,944

千円 被保険者数　　　　　Ａ 教 育 費

土 木 費 1,986,486

公
営
事
業
の
状
況

事 業 名
法適用
の有無

実質収支額 普通会計から
の繰入金

　　　　千円

国
保
事
業
会
計
の
状
況

加入世帯数 目 的 税

特別土地保有税 商 工 費 134,148

議員数　22人 法 定 外 普 通 税

労 働 費 94,160

合 計 126,300 313,400 鉱 産 税 農 林 水 産 業 費 40,707

衛 生 費 1,445,918

臨 時 職 員
議

会

市町村たばこ税 444,063

消 防 職 員 軽 自 動 車 税 32,105

2,264,697

教 育 公 務 員 教 育 長 固 定 資 産 税 5,047,923 民 生 費 6,096,217

議 会 費 327,324

う ち 技 能 労 務 職 4,995 384,200 副 市 長 688,139 47,400 総 務 費

一 般 職 員 126,300 313,400 市 長 市
民

税
6,618,392

１人当たり平均給料
（報酬）月額 円

区 分
基準税額×１００/７５ 超過課税分収入済額

区 分
充当一般財源等

千円 千円 千円

100.0

   特 別 職 等 （26.4.1現在） 市 町 村 税 目 的 別 歳 出

区 分
職員数
Ａ　人

４月分給料支払
総額 B 千円

1人当たり支給月額
B/Ａ 円

区 分
改 訂 実 施
年 月 日

実質公債費比率 （うち減収補填債・特例分）

将来負担比率 （うち臨時財政対策債）

合　　計 26,147,194100.0 14,916,370

実質赤字比率 諸 収 入 1,723

連結実質赤字比率 地 方 債

25,650,085

収益事業収入 繰 入 金  (96.1)

健全化判断比率　　　※（ ）書きは早期健全化基準 繰 越 金

減収補填債（特例分）及び臨時
財政対策債を経常一般財源等か
ら除いた経常収支比率

失業対策事業費

222,250 71,994
積立基金取崩額 寄 附 金 合 計

9．積立金取崩額　　Ｉ 0 50,000 土地開発基金現在高 財 産 収 入 85,066 0

10.実質単年度収支　Ｊ
   （Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）

290,945

8．繰上償還額　　　Ｈ 0 0 実質債務残高比率　（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 都 支 出 金 災害復旧事業費 0

7．積立金　　　　　Ｇ 183,593 244,979 実質的将来財政負担額　Ｂ＋Ｃ－Ｄ 国 庫 支 出 金

△ 122,985 （うち財政調整基金） 手 数 料 0 1,213,377 17,254,463

1,652,871

6．単年度収支　　　Ｆ
ア－イ 積立金現在高　　 Ｄ 使 用 料 172,200 148,549

38,657

14,657,381 う ち 人 件 費 44,233 14,335,983

396,902 358,245 分担金・負担金 0

内

訳

普通建設事業費

5．実質収支　　　  Ｅ
　　　　　（Ｃ－Ｄ）

ア イ 債務負担行為翌年度
以降支出予定額　 Ｃ

5,700,390
小 計

前年度繰上充用金 0

債務負担行為限度額 国有提供施設交付金 0 投 資 的 経 費 1,652,871

現債高倍率    Ｂ/Ａ 繰 出 金 3,367,491

4．翌年度へ繰り越す
100,207 30,185

地方債現在高　　 Ｂ 交通安全対策特別交付金 11,227

積 立 金 743,592

3．歳入歳出差引額  Ｃ
　　　　　（Ａ－Ｂ）

497,109 388,430
経常収支比率 267,514 投資・出資・貸付金 25,000

2．歳出総額　　　　Ｂ 25,650,085 26,552,133 公債費負担比率 地 方 交 付 税 267,514

維 持 補 修 費 154,798

1．歳入総額　　　　Ａ 26,147,194 26,940,563 起債制限比率 地方特例交付金等 44,188 補 助 費 等 2,511,388

決算収支の状況（千円） 平成25年度 平成24年度 公債費比率 自動車取得税交付金 73,643

小 計 13,758,315

26.3.31　　　15,727人 経常一般財源比率 特別地方消費税交付金 0 物 件 費 3,436,630

（参考）    　　65歳以上人口
面積 8.15k㎡

実質収支比率 ゴルフ場利用税交付金 0

元 利 償 還 金 1,591,411

地方消費税交付金 768,236 一時借入金利子 140

7,378,247

対前年増減率　△0.1％ 臨時財政対策債発行可能額 配 当 割 交 付 金 80,638 公 債 費 1,591,551
住
民
基
本
台
帳

26.3.31　　　74,303人 標準財政規模 　　Ａ 利 子 割 交 付 金 118,119 扶 助 費

 財政力指数（単年度）
株式等譲渡所得割交付金 105,317

増減率（22／17）年　　　3.9％ 基準財政収入額 地 方 譲 与 税 119,043 う ち 職 員 給 2,671,477

％

国
調

22年　　　　  75,510人

過疎　広域行政圏
山村　首都
離島　近郊整備
不交付 既成市街地

〈ごみ･し尿処理〉

  東京たま広域資源
　循環組合

  多摩川衛生組合

〈その他〉

  東京都市町村総合
　事務組合

  立川･昭島･国立
  聖苑組合

　東京都後期高齢者
　医療広域連合

基準財政需要額 地 方 税 13,069,456 人 件 費 4,788,517

経常一般財源等
区 分

決 算 額 経常収支比率

人　　     　口 指定団体等の状況 事務の共同処理の状況 指　　　数　　　等 千円 千円

平成25年度
決算状況

132152 市町村類型 Ⅱ-1 歳 入 性 質 別 歳 出

国立市 25年度交付税種地区分 Ⅱ-9
区 分


